100　議員１００
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　391,550円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外視察研修費
	109,400
	ノルウェー・デンマーク等

	管外調査旅費
	33,310
	北海道

	会費
	20,000
	

	管内視察・調査旅費(年間)
	190,280
	電車・高速料金・タクシー

	管内視察・調査旅費(年間)
	38,560
	ガソリン代


ウ　調査結果

　　　　海外行政視察は、民主党府議団として高齢者支援、子育て支援、男女共同参画をテーマに視察したもの。管外調査はリサイクルで進んでいる北海道の施設を視察したもので、いずれも適正な支出である。会費は茨木市、高槻市、枚方市の府・市議会議員で創る○○道路促進議員連盟の研究会費で適正な支出である。管内視察・調査旅費(年間)190,280円については、会派や議員個人として管内視察や調査を行っている事実は認められるものの詳細が不明のため、年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える70,280円は目的外支出と認める。同じく管内視察・調査料(年間)38,560円のガソリン代も、行き先等が不明のため、本件監査基準に照らし1/4を適正な支出と認め、これを超える28,920円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　2,367,557円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌郵送代(4件)
	1,469,785
	　

	広報誌印刷代(4件)
	551,040
	

	広報誌配布費
	132,090
	

	府政報告掲示板
	189,000
	

	街頭報告経費(年間)
	19,676
	ガソリン代・駐車場代

	その他雑費
	5,966
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌は議会終了毎に年3～4回発行しており、A4版8頁のものを1～2万部郵送もしくは配布している。記事は議会活動報告、調査研究活動報告を中心にしているが、後援会活動の記事も約1頁位あることから、按分(1/8)し292,739円を後援会負担とすべきであって、同金額は、目的外支出と認められる。街頭報告経費及び雑費は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　864,068円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	572,000
	                       

	光熱水費　
	113,696
	

	ガス代(冬用)
	9,820
	

	駐車場代
	151,705
	

	その他備品等
	16,847
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所を兼ねる。ガス代(冬用)は、ガスの設備がないため、冬用に湯沸器を設置し使っている費用である。その他備品等はハンガーやクリーナー等である。いずれも支出自体は相当であるが、ガス代及びその他備品代は、後援会との按分がされておらず、5,333円が目的外支出である。駐車場代は8/10で按分しており、政務調査の比率が高すぎるように思われるが、不合理とまではいえない。

　(4)　事務費　934,928円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)
	205,218
	11ケ月分

	通信費(携帯電話代)(年間)
	60,915   
	

	通信費(携帯電話利用料)(年間)
	25,096
	

	事務用品(PC用ﾌﾟﾘﾝﾀｰ)代
	60,000
	

	通信費(切手代)
	80,000
	

	事務用品(紙折器り)代
	200,000
	

	事務所移転代
	121,495
	

	事務用品購入代(年間)
	174,304
	

	通信費(ﾚﾀｯｸｽ)(年間)
	7,900
	


ウ　調査結果

　　　　事務所移転代は事務費の使途基準に照らして適正でない。また、通信費(ﾚﾀｯｸｽ)は主に慶弔に使われており、これも適正でない。電話代等と携帯電話代は按分されているが、その他は按分(8/10)されておらず、按分が必要と認められる。また、携帯電話の按分比は、本件監査基準に基づき1/4とする。よって、252,503円が目的外支出と認められる。

　(5)　人件費　1,900,930円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,900,930
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は4人おり、時給800円。時間を割り振り誰かが事務所にいる態勢をとっている。後援会と按分されているが、8/10となっており、適正と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、99,200円、広報費のうち、292,739円、事務所費のうち、5,333円、事務費のうち、252,503円の合計649,775円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　166,815円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	会費
	20,000
	

	管外調査旅費
	25,950
	東京都ﾌﾟﾚｰﾊﾟｰｸ

	調査旅費(年間)
	120,865
	電車・ガソリン代・駐車料


ウ　調査結果

　　　　会費は平成16年度と同様、○○道路促進議員連盟の研究会会費であり、管外調査旅費は安全で安心して遊べる場を研究するための視察で、いずれも適正である。調査旅費(年間)は、詳細が不明のため、年間12万円の限度で適正な支出と認め、865円は目的外支出である。

　(2)　広報費　2,306,795円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌郵送代(4件)
	1,468,995
	　

	広報誌印刷代(3件)
	693,840
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成費
	127,750
	

	街頭報告経費(年間)
	16,210
	ガソリン代・駐車場代


ウ　調査結果

　　　　平成16年度とほぼ同様の広報活動をしている。ホームページの作成費は適正な支出である。街頭報告経費を除いて、他の支出は後援会と1/8で按分しなければならず、286,323円が不適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,521,277円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	768,000
	                       

	光熱水費　
	123,277
	

	駐車場代
	130,000
	

	事務所敷金
	500,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成17年3月22日から新しい事務所に移転した。新しい事務所も後援会事務所を兼ねている。賃貸料、光熱水費とも適正な支出である。駐車場代は後援会と按分すべきで、65,000円は目的外支出である。事務所敷金500,000円は新しい事務所の敷金であるが、政務調査費からの支出は認められない。

　(4)　事務費　916,704円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	120,348
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	63,835   
	

	通信費(NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ利用料)(年間)
	23,791
	

	通信費(ﾚﾀｯｸｽ)(年間)
	15,080
	

	ｴｱｺﾝ機器(工事代含む)
	403,200
	

	事務用品購入代(年間)
	290,450
	


ウ　調査結果

　　　　通信費(ﾚﾀｯｸｽ)は主に慶弔に使われており、目的外支出である。電話・FAX代と携帯電話代は按分されているが、その他は按分されておらず、按分(8/10)が必要と認められる。また、携帯電話の按分比は、本件監査基準に基づき1/4とする。よって、174,528円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,693,890円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給与(年間)
	1,601,280
	　

	労働保険(年間)
	14,490
	

	ｸﾞﾙｰﾌﾟ障害保険料(年間)
	78,120
	


ウ　調査結果

　　事務職員の数、態勢は平成16年度と変化ない。本年度より労働保険等に加入している。事務員給与以外は、後援会との按分がなされておらず、18,522円の限度で不適正である。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、865円、広報費のうち、286,323円、事務所費のうち、565,000円、事務費のうち、174,528円、人件費のうち、18,522円の合計1,045,238円が目的外支出である。

101　議員１０１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　123,573円（41,873円と訂正）

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査交通費（9件）
	41,873
	府庁、堺市役所、水産試験所


ウ　調査結果

　　　ｲ.　府市の役割分担のあり方について堺市役所へ4回行った際の駐車代1,760円、会派で水産試験場へ行った際の高速代1,900円、府庁へ行った際の高速代700円はいずれも適正な支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代37,513円は詳細不明であるので、1/4である9,379円を超える28,134円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　収支報告書記載の支出123,573円と訂正された41,873円の差額81,700円についてはこれを裏付ける資料がない。

　(2)　広報費　2,775,649円（3,040,356円と訂正）

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ管理費
	208,375
	管理料、プロバイダ

	報告書等印刷費
	577,500
	報告書作成費

	　　〃
	84,000
	アンケートハガキ作成費

	　　〃
	588,000
	報告書作成費

	報告書配送料
	18,900
	配送だし

	郵送料
	1,461,460
	封筒、インク、用紙、切手、ハガキ、郵送

	報告会開催費
	102,121
	会場代、駐車場代、ポスター代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ホームページ管理費と報告書の作成、配布に係る費用及び府政報告会の開催費用であり、按分されていて領収証、帳簿に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　収支報告書記載の支出額2,775,649円は適正と認められる。

　(3)　事務所費　2,640,899円（1,666,145円と訂正）

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,305,600
	

	光熱水費
	196,193
	

	駐車場代
	164,352
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は賃料月額136,000円で賃借しており、契約書、光熱水費と合わせた毎月の振込書も提出されていて、8/10に按分されており、不合理とは言えない。

　　　ﾛ.　駐車場は1ヶ月17,000円で同様に8/10で按分されているが、契約書によると車輌名称と車輌番号が特定されていて、来客兼用とは認められないので、164,352円全額が目的外支出である。

　　　ﾊ.　収支報告書記載の支出額2,640,899円と訂正された1,666,145円との差額974,754円についてはこれを裏付ける資料がない。

　(4)　事務費　41,289円（766,900円と訂正）

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、FAX代）
	153,824
	

	秘書代行

	289,800
	

	通信費（インターネット接続料金）
	61,488
	

	通信費（切手等）
	105,350
	

	事務用品（用紙）購入代
	54,181
	

	事務用品購入代
	33,983
	

	備品購入代
	68,274
	


ウ　調査結果

　　　　41,289円の限度で少なくとも適正な支出であると認められる。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　調査研究費のうち109,834円、事務所費のうち1,139,106円の合計1,248,940円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円（38,500円と訂正）

ア　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	32,200
	川崎市政令市制度視察（交通費宿泊費）

	管外調査旅費
	6,300
	真岡鉄道視察（宿泊）


イ　調査結果

　　　　調査研究費は本件監査の対象外である。

　(2)　広報費　2,440,270円（2,136,326円と訂正）

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ管理量
	72,544
	管理料、プロバイダ料

	報告書等印刷費
	566,670
	

	報告書配送代
	17,400
	配送代

	郵送代
	1,461,862
	封筒、インク、用紙、切手、ハガキ、郵送

	報告会開催費
	17,850
	会場代、ポスター代


ウ　調査結果

　　　　9/10ないし8/10に按分されている支出もあり、2,136,326円はいずれも適正と認められるが、請求人が調査を求めている2,440,270円との差額303,944円については資料の提出がなく、目的外支出と認める他ない。

　(3)　事務所費　1,682,329円（804,781円と訂正）

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	631,040
	

	光熱水費
	94,304
	

	駐車場代
	79,437
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸料及び光熱水費は4月分から9月分まで8/10で按分されているが、契約書によると少なくとも賃貸料は前払いであるから9月2日に支払われた賃料87,040円は10月分の賃料であり、目的外支出と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場代79,437円は平成16年度と同様全額目的外支出である。

　　　ﾊ.　請求人が調査を求めている1,682,329円のうち訂正された804,781円との差額877,548円は資料がなく、目的外支出である。

　(4)　事務費　145,721円（944,958円と訂正）

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、FAX代）
	78,246
	

	秘書代行
	132,825
	

	通信費（インターネット接続料金）
	30,439
	

	事務用品（用紙）購入代
	101,047
	

	備品購入代
	602,401
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様秘書代行132,825円は8/10で按分されるべきであるが、その余の適正と思われる支出を合わせると請求人が調査を求めている145,721円の限度では適正と思われる。

　(5)　人件費　０円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　　　広報費のうち303,944円、事務所費のうち1,044,025円の合計1,347,969円は目的外支出である。

102　議員１０２　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　66,400円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	66,400
	


ウ　調査結果

いずれも、勉強会ないし研修会への参加会費であり、適正と認める。

　(2)　広報費　831,485円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等 
	831,485
	


ウ　調査結果
いずれも、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,380,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,200,000
	総額2,142,000円

	光熱水費
	180,000
	総額558,418円　


ウ　調査結果

事務所は、後援会事務所との兼用であるところ、賃貸料は、事務所賃料、月極駐車場２台及び倉庫の賃料であり、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。光熱水費は、按分比も適正であり、適正と認められる。

　(4)　事務費　503,299円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機）
	120,000
	総額312,480円

	通信費（電話・ＦＡＸ・携帯）
	180,000
	総額455,628円

	カウンター料（コピー）
	120,000
	総額27,154円

	事務用品費
	83,299
	


ウ　調査結果

リース料（コピー機）、通信費（電話・ＦＡＸ・携帯）及びカウンター料（コピー）はいずれも適正に按分されており、適正な支出である。また、事務用品費83,299円は本件監査基準に照らし、適正と認められる。

　(5)　人件費　2,440,500円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	2,400,000
	総額4,928,950円

	労働保険料
	40,500
	


ウ　調査結果

　　事務員は、政務調査活動・後援会活動に従事しているとの説明であるが、適正に按分されており、適正な支出と認められる。労働保険料40,500円は全額計上となっているが、事務員給与の按分比等を考慮すれば、不適正とまでは言えない。

(6) 小括

目的外支出はない。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　127,830円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	65,750
	

	インターン交通費
	22,080
	

	○○法人
	40,000
	


ウ　調査結果

○○法人はインターンを募集するための登録料等であり、インターン交通費はそのインターンへの交通費であり、合計62,080円は目的外支出である。

その他の支出は適正と認める。

　(2)　広報費　668,655円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	668,655
	郵送料（１６件）


ウ　調査結果

適正と認める。

　(3)　事務所費　1,380,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,200,000
	総額2,653,500円

	光熱水費
	180,000
	総額648,780円　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、適正に按分されており、適正な支出である。

　(4)　事務費　521,350円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機）
	120,000
	総額312,480円

	通信費（電話・ＦＡＸ・携帯）
	180,000
	総額507,797円

	カウンター料（コピー）
	120,000
	総額211,107円

	事務用品費
	101,350
	


ウ　調査結果

リース料（コピー機）、通信費（電話・ＦＡＸ・携帯）及びカウンター料（コピー）は、按分比はまちまちであるが、いずれも、不適正とはいえない。また、事務用品費101,350円は、本件監査基準に照らし、適正と認められる。

　(5)　人件費　2,718,375円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア　通年
	2,400,000
	総額4,932,950円

	労働保険
	52,200
	

	事務員イ　6/25
	127,075
	政務調査活動・補助

	事務員ウ　9/20
	15,000
	〃

	事務員エ　11/30
	124,100
	〃


ウ　調査結果

　　事務員アからエの給与及び労働保険は、全体でみれば、適正に按分されており、適正な支出と認める。

(6) 小括

調査研究費のうち　62,080円が目的外支出である。

103　議員１０３　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　58,620円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費（北海道）
	58,620
	１泊２日交通費・宿泊費


ウ　調査結果

泉佐野コスモポリス跡地の公園計画提案のためにパークゴルフ協会を視察に行ったというもので、領収証もなく、疑問はあるが、視察の費用として、一応適正と認める。

　(2)　広報費　978,250円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費4/8、12/22
	782,250
	印刷代２件

	〃4/16、12/27
	196,000
	発送費２件


ウ　調査結果
いずれも、適正と認める。

　(3)　事務所費　771,630円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	540,000
	

	光熱費
	77,050
	

	設置取り替え費用
	154,580
	クーラー、換気扇、蛍光灯等　


ウ　調査結果

賃貸料540,000円は、妻との賃貸借契約であり、契約書の作成もなく、振込料もなく、適正とは認められない。光熱費77,050円は、全額計上であるが、後援会事務所は別の場所にあり、その費用は計上していないとの説明であり、適正な支出と認める。設置取り替え費用154,580円は、事務所設備に関するものであり、相当と認める。

したがって、540,000円が目的外支出である。

　(4)　事務費　965,295円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	465,711
	

	大角封筒制作及び名刺
	499,584
	


ウ　調査結果

通信費等465,711円、大角封筒制作及び名刺499,584円のうち名刺の部分9,450円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,959,600円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	867,000
	

	〃　 イ
	1,087,150
	総額２,174,300円

	その他
	5,450
	


ウ　調査結果

　　事務員アが政務調査活動、同イが政務調査活動及び事務所全般の事務を処理しているとし、事務員アの給与全額、同イの給与の半額を人件費として、計上するところ、後援会事務所を兼ねていないことも考慮し、不適正とはいえないと考える。

　　その他は適正である。

(7) 小括

事務所費のうち540,000円及び事務費のうち9,450円の合計549,450円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　52,760円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費（愛知県）
	52,760
	１泊２日交通費・宿泊費


ウ　調査結果

視察内容に照らし、目的外支出と判断する。

　(2)　広報費　984,630円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費4/6、12/21
	788,630
	印刷代２件

	〃4/18、12/26
	196,000
	発送費２件


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、適正と認める。

　(3)　事務所費　768,754円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	540,000
	

	光熱費
	68,336
	

	クーラー・冷蔵庫
	160,418
	


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、賃貸料540,000円は適正とは認められないが、光熱費68,336円は適正な支出と認める。クーラー及び冷蔵庫の費用160,418円は事務所設備に関するものであり、適正と認める。

したがって、540,000円が目的外支出である。

　(4)　事務費　970,830円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	378,625
	

	備品消耗品費
	156,228
	

	発送封筒・名刺作成
	435,977
	


ウ　調査結果

通信費等378,625円は、適正と認める。備品消耗品費156,228円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の36,228円は目的外支出である。大角部封筒制作及び名刺499,584円は、名刺の部分9,450円が目的外支出である。

したがって、合計45,678円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,954,150円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	867,000
	

	〃イ
	1,087,150
	総額２,174,300円


ウ　調査結果

　　平成１６年度と同様、適正と認める。

(7) 小括

調査研究費52,760円、事務所費のうち540,000円及び事務費のうち45,678円の合計638,438円が目的外支出である。

104　議員１０４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　525,106円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン
	129,236
	

	海外調査旅費等
	395,870
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代129,236円は本件基準により1/2を超える64,618円は目的外支出である。

ﾛ.　海外調査旅費等395,870円は適正な支出である。

　(2)　広報費　1,576,746円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行
	1,576,746
	



ウ　調査結果

　　　　広報誌「交野フォーラム」18号、19号、20号の印刷、配布に要する費用であり、全て適正な支出である。

　(3)　事務所費　759,747円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃等
	599,914
	　

	備品購入費
	85,458
	　

	雑費
	24,734
	　

	食料費
	49,641
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は弟所有建物の1階を賃料月額50,000円で賃借しているが、契約書もあり、毎月5日に支払われ、領収書も発行されている。家賃等599,914円は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　備品購入代のうち、のし袋747円、車ブースターケーブル1,344円の2,091円は、その70％に当たる1,463円が計上されており、目的外支出である。

　　　ﾊ.　雑費中、薬代5,410円は同様にその70％に当たる3,787円が計上されており、目的外支出である。

　　　ﾆ.　食料費中、仕事始めの赤飯や詳細不明で来客用とは認められない8件、7,474円は同様にその70％に当たる5,231円が計上されており目的外支出である。

　(4)　事務費　425,387円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵便通信費等
	425,387
	　


ウ　調査結果

　　　　70％で按分されており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,793,225円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,177,225
	　

	事務補助
	490,000
	　

	アルバイト
	126,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は1名を雇用し、補助者1名、その他アルバイトを雇用しており、出勤表も提出され、70％で按分されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち64,618円、事務所費のうち10,481円の合計75,099円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　148,540円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	車のガソリン代金
	82,990
	

	その他
	65,550
	


ウ　調査結果

ｲ．　ガソリン代82,990円は本件基準により、1/2を超える41,495円は目的外支出である。

ﾛ．　その他65,550円は1/2に按分されて計上されており、詳細不明であるが、本件基準により120,000円の範囲内であるので適正な支出である。

　(2)　広報費　1,524,129円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行
	1,524,129
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌である交野フォーラム21号から23号の印刷、配布に要した費用であり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　981,740円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に照らし違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃等
	828,051
	　

	雑費
	107,268
	　

	食料費
	32,253
	　

	修繕及びその他
	14,168
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　家賃等は平成16年度と同様適正な支出である。

　　　ﾛ.　食料費のうち、仕事始め昼食代9,000円は詳細不明で来客用とは認められない。コンビニでの詳細不明の食料費2件751円と合わせ、その70％に当たる6,825円が計上されていて目的外支出である。

　　　ﾊ.　雑費、修繕及びその他には軽四保険代29,590円、自転車2台30,000円、額縁表習代16,800円、タイヤ交換台19,380円、常備薬8,971円が含まれているので、104,741円に対し、70％で按分されて計上されている73,318円が目的外支出である。

　

　(4)　事務費　448,489円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵便通信費等
	420,214
	　

	文具費
	28,275
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　文具費のうち、のし袋1,515円は平成16年度と同様にその70％に当たる1,060円が計上されており、目的外支出であり、その余は適正な支出である。

　　　ﾛ.　郵便通信費等は70％で按分されており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,806,175円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,221,675
	　

	事務補助
	455,000
	　

	アルバイト
	129,500
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様出勤表も提出され、70％で按分されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち41,495円、事務所費のうち80,143円、事務費のうち1,060円の合計122,698円が目的外支出である。

105　議員１０５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　479,246円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費4/2
	52,195
	国会内公明党政審室等

	〃         5/9
	54,282
	都庁関係者、地震の科学館

	〃         7/10
	25,550
	都議意見交換

	〃         7/25
	26,600
	都議意見交換

	〃         8/26
	29,250
	都庁関係者

	〃         9/18
	33,570
	都庁関係者

	〃         9/29
	33,150
	国会内公明党政審室等

	〃         11/1
	32,166
	都庁関係者、水の科学館

	〃         11/4
	105,000
	議員連盟訪韓

	〃         12/25
	22,900
	都庁関係者、消防博物館


	〃         3/28
	64,583
	国会内公明党政審室等


ウ　調査結果

　　　　公明党政審室及び都議・都庁関係者との意見交換はそれぞれ別個のテーマの調査のため出かけており、訪問先が東京都の関係者がほとんどでその必要性につき疑問がないわけではないが、不合理とまでいえない。議員連盟による訪韓105,000円は本件監査基準に照らし目的外支出と認める。

　(2)　広報費　366,093円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

	　　イ　使途内容

使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報(はがき)印刷代(11件)
	334,758
	　

	切手・送料
	31,335
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、はがきに議会報告などを印刷して配布している。配布はボランティアが手伝っており、ほとんど費用がかからない、との説明があった。適正な支出と認められた。

　(3)　事務所費　1,413,965円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	864,000
	                       

	光熱水費　
	104,965
	

	備品設置等工事費
	200,000
	

	備品設置費(応接セット)
	200,000
	

	駐車場代
	45,000
	3ケ月分


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所は兼ねていない。古いビルなので、洗面所の改修を要した。駐車場代は按分し1/2を超える22,500円は目的外支出である。その他は適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　1,845,624円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	204,678
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	222,919   
	

	事務用品等(年間)
	797684
	

	駐車場代
	90,000
	6ケ月分

	ガソリン代
	5,343
	

	その他
	525,000
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超える167,189円を目的外支出と認める。また、その他のうち、府政ノート59,204円は本件監査基準に照らし目的外支出と認める。また、1/22の387,000円の支出は液晶テレビ200,000円、デジタル一眼レフカメラ125,000円、空気清浄機62,000円で、カメラは府政報告等に利用するため、テレビは情報収集のため、空気清浄機は来客の健康のためとのことであるが、金額が大きく、適正な限度で支出を認めるべきであって、1/5を超える309,600円は目的外支出と認める。駐車場代は1/2を超える45,000円が目的外支出である。ガソリン代は1/4を超える4,007円が目的外支出である。

　(5)　人件費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、105,000円、事務所費のうち、22,500円、事務費のうち、585,000円の合計712,500円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　398,960円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費4/3
	60,072
	都議意見交換、都市防災センター

	〃         4/29
	34,722
	宮城県教育委員会

	〃         5/2
	47,365
	都議意見交換

	〃         6/6
	74,321
	都議意見交換

	〃         6/27
	29,590
	都庁関係者

	〃         7/2
	45,550
	都庁関係者

	〃         9/22
	32,500
	都庁関係者

	〃         12/22
	25,900
	公明党政審室

	〃         3/27
	48,940
	松山市役所関係者


ウ　調査結果

　　　　本年度も前年度と同様、公明党政審室及び都議・都庁関係者との意見交換はほとんどでその必要性につき疑問がないわけではないが、不合理とまではいえない。

　(2)　広報費　293,213円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報(はがき)印刷代(7件)
	160,973
	　

	広報活動用手帳
	70,000
	

	広報名刺印刷代
	22,000
	

	切手等
	40,240
	


ウ　調査結果

　　　　広報活動用手帳70,000円とは議会手帳であり、広報名刺印刷代22,000円とは議員の名刺の印刷代であり、いずれも本件監査基準に照らし不適正な支出と認められる。その他は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,614,980円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	872,000
	                       

	光熱水費　
	92,700
	

	備品設置等工事費
	470,280
	

	駐車場代
	180,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所は兼ねていない。古いビルなので、前年度に引き続き流し台等水回りの改修を要した。駐車場代は1/2を超える90,000円が目的外支出である。その他は適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　1,851,889円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	124,083
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	556,367   
	

	事務用品等(年間)
	780,595
	

	ガソリン代
	3,890
	

	その他
	386,954
	


ウ　調査結果

　　　　携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超える417,275円を目的外支出である。ガソリン代は1/4を超える2,917円を目的外支出とする。

　(5)　人件費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　(6)　小括

　　　 広報費のうち、92,000円、事務所費のうち、90,000円、事務費のうち、420,192円の合計602,192円が目的外支出である。

106　議員１０６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　236,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査研究費
	10,000
	○○文化庁長官講演、リバーレストラン

	　
	7,000
	ソーラー＆人力ボート大阪大会

	　
	12,000
	○○念仏寺お練り

	　
	120,000
	海外行政調査

	　
	80,700
	熊本市役所国際交流課

	　
	7,000
	ソーラー＆人力ボート大阪大会


ウ　調査結果

　　　　計上されている各費用について領収証は一切提示されなかった。ヒアリングの結果、川の問題をライフワークとして取り組んでいるとのことであり、その視点から○○文化庁長官講演、リバーレストラン10,000円、熊本市役所国際交流課80,700円は交通費、実費分として相当な支出と認められるが、その余の146,000円は目的、関連が明確ではなく、目的外支出と認められる。

　(2)　広報費　542,600円

ア　請求人の主張

議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	542,600
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　○○ニュースを発行していることは窺われるが、領収証の添付がなく、発行日、発行費用、部数等が全く不明である。平成１７年度の調査書によると○○ニュース印刷代として374,850円が支出されているので、ニュース発行分としてはこの限度で適正と認める。

ﾛ.　平成１６年秋には府議団だより３万部を83,000円で折込み配布していることが窺われ、適正な支出と認める。

ﾊ.　542,600円のうち、ｲ、ﾛの457,850円を超える84,750円は目的外支出と認めざるをえない。

　(3)　事務所費　830,507円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	　

	光熱水費
	70,440
	　

	事務機器
	142,800
	　

	　
	17,267
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は○○会の名義で月額５万円で賃借しており、後援会と兼用しているので、1/2を超える３０万円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　光熱水費、事務機器は1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　17,267円は詳細不明であり、本件監査では目的外支出と認める。

(4)　事務費　793,876円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	雑費
	20,273
	　

	事務用品
	79,099
	　

	通信費
	312,167
	　

	新聞等
	70,420
	　

	駐車料
	132,300
	　

	燃料費
	119,006
	　

	　
	60,611
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　雑費から燃料費（ガソリン代）まで全て1/2で按分されており、適正な支出と認められる。

ﾛ.　60,611円は詳細不明であり、本件監査では目的外支出と認められる。

　(5)　人件費　2,660,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,500,000
	　

	事務員イ
	960,000
	

	
	200,000
	　　　　　　　


ウ　調査結果

ｲ.　事務員アについては帳簿に人件費として月額２０万円＋賞与６０万円の記載があり1/2で按分しており、適正な支出と認められる。

ﾛ.　事務員イが朝から晩まで事務所に出ていることは窺われ、毎月の支払いについてこれを客観的に根拠づけるものは提出されていないが本件基準により1/4を超える720,000円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　２０万円も詳細不明であるが、事務員アに対する交通費として月額１万円、年間１２万円の限度で適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち146,000円、広報費のうち84,750円、事務所費のうち317,267円、事務費のうち60,611円、人件費のうち800,000円の合計1,408,628円は目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　208,600円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査研究費　３／２８～４／２
	110,000
	シンガポール

	　８／８～８／９
	58,600
	消防庁長官・災害対策センター

	　１０／２４～１０／２８
	30,000
	上海・南京

	　　１１／２
	10,000
	ホームレス就業センター、自立支援センター


ウ　調査結果

　　　ｲ.　シンガポールは空港のホスピタリティ、港湾施設、金融関係等の調査に出かけたもので、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　消防庁視察は長官を訪ね、災害対策センターを視察したもので領収証はないが、一泊の費用として不適切とは言えない。

　　　ﾊ.　上海、南京は議会の公式行事で、その個人負担分であり、領収証はないが、適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　ホームレスは議連で視察した参加費用であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　563,200円

ア　請求人の主張

議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	563,200
	　


ウ　調査結果

　　　　領収証で確認できるのは折込代84,000円、○○ニュース印刷代374,850円、府議団だより折込代83,000円の541,850円である。その余りの21,350円は目的外支出と認めざるをえない。

　(3)　事務所費　816,328円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	　

	光熱水費
	79,400
	　

	事務機器
	132,300
	　

	　
	4,628
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、賃貸料600,000円の1/2を超える300,000円及び詳細不明の4,628円は目的外支出である。光熱水費、事務機器は適正な支出と認められる。

　

(4)　事務費　782,943円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	191,942
	　

	事務用品
	19,900
	　

	駐車料
	127,300
	　

	雑費
	31,255
	　

	新聞等
	66,420
	　

	燃料
	108,950
	　

	　
	237,176
	　


ウ　調査結果

1． 　内容が不明の237,176円は別途事務用品、雑費が計上されていることに照らし、目的外支出と言わざるとえない。

2． 　その他の支払いは全て1/2に按分されており、適正な支出と認められる。　　　

　(5)　人件費　2,645,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	1,555,000
	　

	事務員イ
	960,000
	　

	　
	130,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、事務員イへの支払いのうち720,000円及び交通費12万円を超える内容不明の1万円は目的外支出である。その余の支払いは適正と認められる。

　(6)　小括

　　　広報費のうち21,350円、事務所費のうち304,628円、事務費のうち237,176円、人件費のうち730,000円の合計1,293,154円が目的外支出である。

107　議員１０７
　平成１６年度
　(1)　調査研究費　116,317円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　４件
	116,317
	


ウ　調査結果

　　　　１件41,620円は東京都の教育委員会の視察費用とのことであるが、領収証等の裏付けはなく、その余の３件合計74,697円は説明がなされていない。

　　　　したがって、全額116,317円が目的外支出である。

　(2)　広報費　1,878,950円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　３件
	　　　1,878,950
	発送代、印刷代　


　　ウ　調査結果

上記は、1/2の按分計上との説明であり、広報紙の内容に照らし、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,596,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上料　
	1,596,000
	総額４８０万円　


ウ　調査結果

議員１０７が代表者を務める会社との賃貸借契約書の作成は認められるが、賃料の支払は銀行等の送金ではなく、契約に基づき、支払いの事実を裏付ける証拠はなく、全額目的外支出である。

　(4)　事務費　933,390円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場料金
	336,000
	総額504,000円

	自動車購入負担金
	216,000
	総額662,000円

	事務用品
	196,708
	

	通信費等
	184,682
	


ウ　調査結果

　　　　駐車場料金は、総額の1/2の按分によるべきであり、252,000円は適正であるが、これを超過する計上部分84,000円は目的外支出である。自動車購入負担金216,000円は、目的外支出である。事務用品購入分196,708円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で、適正な支出と認めるが、その余の76,708円は目的外支出である。通信費等は金額に照らし適正と認める。

したがって、376,708円が目的外支出である。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	960,000
	総額１９２万円　


ウ　調査結果

　　適正に按分計上されており、適正な支出と認めた。

(8) 小括

調査研究費116,317円、事務所費1,596,000円及び事務費のうち376,708円の合計2,089,025円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　140,350円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	中国視察
	95,500
	総額95,500円

	管外調査旅費
	38,550
	総額38,550円


ウ　調査結果

　　　　中国視察は、高槻日中友好協会の視察であり、友好目的であり、目的外支出である。管外調査旅費は、合理的な説明がなされず、目的外支出である。なお、上記と差額6,300円の説明はなかった。

　　　　しがって、全額の140,350円が目的外支出である。

　(2)　広報費　1,851,480円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　
	1,851,480
	


　　ウ　調査結果

上記は、1/2の按分計上との説明であり、広報紙の内容に照らし、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,596,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借上料　
	1,596,000
	総額４８０万円　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様であり、1,596,000円の全額が目的外支出である。

　(4)　事務費　930,728円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場料金
	336,000
	総額504,000円

	自動車購入負担金
	216,000
	総額662,000円

	事務用品代
	112,533
	

	ガソリン代
	66,311
	

	ダスキン使用料
	20,790
	

	リース料
	179,094
	


ウ　調査結果

　　　　駐車場料金は、総額の1/2の按分によるべきであり、252,000円は適正であるが、これを超過する計上部分84,000円は目的外支出である。自動車購入負担金216,000円は、目的外支出である。事務用品代112,533円は、本件監査基準に照らし、適正な支出と認める。ガソリン代66,311円は1/2を超える33,155円は目的外支出である。ダスキン使用料20,790円は、金額等に照らし、適正と認める。リース料179,094円は、1/2の按分によるべきであり、89,547円は適正であるが、89,547円は目的外支出である。

したがって、422,702円が目的外支出となる。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	960,000
	総額１９２万円　


ウ　調査結果

　　適正に按分計上されており、適正な支出と認めた。

(6)　小括

調査研究費140,350円、事務所費1,596,000円、事務費のうち422,702円の合計2,159,052円が目的外支出である。

108　議員１０８
平成１６年度

　(1)　調査研究費　98,250円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	98,250
	ガソリン代147,140円、タクシー代49,360円


ウ　調査結果

　　　　適正な按分比となっており、また、本件監査基準に照らし、適正な支出と認める。

　(2)　広報費　703,920円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	298,290
	ニュース増版分、府政報告かわら版等

	〃
	405,630
	封筒、ニュース増版分、予算要望書等


　　ウ　調査結果

　　　　府政報告等に関する費用であり、適正と認める。

　(3)　事務所費　1,003,629円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱費、事務所運営費等
	1,003,629
	総額2,007,258円


ウ　調査結果

　　　　後援会事務所を兼ねてはいるが、1/2の按分となっており、適正である。

　(4)　事務費　714,951円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品、事務にかかわるガソリン代、携帯電話代、郵送代等
	537,951
	総額1,075,902円

	掲示板作成代
	177,000
	合計２００枚のうち１００枚分を計上


ウ　調査結果

事務用品、事務にかかわるガソリン代、携帯電話代、郵送代等円は、合計1,075,902円の1/2である537,951円が按分計上されている。事務用品の内訳は、文具、コピー用紙、コピー代、りぼん、インクジェット、ラミネートフィルム、IT雑貨となっており、適正である。ガソリン代245,525円は、1/2に按分されており、適正である。

携帯電話代の中には秘書に対する携帯代の支払分180,000円（月30,000円の定額支給の1/2の按分計上）が含まれており、目的外支出である。その他のものとしては、看板代94,500円の1/2の47,250円が按分計上されているが、これは目的外支出である。その他に不適正な計上はない。

次に、掲示板作成代177,000円は、広報用の掲示板２００枚を作成し、１００枚分の費用を政務調査費に計上したものであるが、目的外支出である。

したがって、404,250円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,513,450円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,254,500
	給額4,509,000円　

	事務員イ
	220,000
	給額440,000円

	不定期バイト代等
	25,150
	総額50,300円

	雇用保険代
	13,800
	


ウ　調査結果

　　賃金台帳などにより、上記支出が認められるところ、1/2の按分となっており、適正と認める。

(9) 小括

事務費のうち404,250円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　80,660円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	80,660
	ガソリン代総額161,320円


ウ　調査結果

　　　　適正な按分比となっており、また、本件監査基準に照らし、適正と認められる。

　(2)　広報費　257,191円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	　　　257,191
	ニュース増版分、予算要望書印刷代等


　　ウ　調査結果

府政報告に関するものであり、適正である。

　(3)　事務所費　1,012,480円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱費、事務所運営費等
	1,012,480
	総額2,024,960円


ウ　調査結果

平成１６年度と同様であり、1/2の按分となっており、適正である。

　(4)　事務費　832,639円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品、事務にかかわるガソリン代、携帯電話代、郵送代等
	832,639
	総額1,665,278円


ウ　調査結果

上記のうちガソリン代は、1/2に按分されていて適正である。タクシー代55,940円は、本件監査基準に照らし、適正である。帳簿では「事務用品購入代」のみ記帳されているものが合計94,751円であり、本件監査基準に照らし、この点は、適正と認められる。

このほかには4/5付で応接セット４５万円、4/10書棚２０万円の購入があるが、かかる支出に疑問はあるが、不適正とまではいえないと考える。

秘書携帯代180,000円は目的外支出である。　

したがって、合計180,000円が目的外支出である。
　(5)　人件費　2,688,980円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,254,500
	総支給額4,509,000円　

	事務員イ
	400,000
	総支給額800,000円

	雇用保険代
	13,800
	総支給額27,600円

	不定期バイト代等
	20,680
	総支給額41,360円


ウ　調査結果

賃金台帳などにより、上記支出が認められるところ、1/2の按分となっており、適正と認める。

(6)　小括

事務費のうち180,000円が目的外支出である。 

109　議員１０９
平成１６年度

　(1)　調査研究費　704,088円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費等
	324,770
	

	市内視察交通費
	3,240
	

	管内調査交通費　２件
	18,270
	

	交通費（車リース借上）　７件
	350,000
	月額５万円

	管内視察
	3,130
	

	調査視察写真代
	4,678
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費等は適正である。市内視察交通費3,240円、管内交通旅費18,270円、管内視察3,130円及び調査視察写真代4,678円の合計29,318円は裏付けがなく、目的外支出である。交通費（車リース借上）350,000円は関連会社との自動車のリース契約であり、契約書の作成は認められるが、銀行送金等にはなっておらず、領収証もなく、月々の支払いが確認できないので目的外支出である。

　　　　したがって、合計379,318円が目的外支出である。

　(2)　広報費　19,500円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ改稿料　４件
	19,500
	


　　ウ　調査結果

ホームページ改稿料19,500円は、適正な支出である。

　(3)　事務所費　1,200,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料・光熱水費含む
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

関連会社との賃貸借契約であり、銀行送金等にはなっておらず、領収証もなく、月々の支払いが確認できないので、目的外支出である。

　(4)　事務費　1,748,734円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務機器一式リース
	1,200,000
	電話代・ＦＡＸ代を含む

	レタックス代・通信費　３件
	36,400
	

	印代等
	102,688
	

	自転車購入
	14,000
	

	事務用品　４件
	250,646
	うち１万円分は商品券で支払い

	事務用品（アンケート用紙）
	105,000
	商品券で支払い

	事務用品（封筒他）
	40,000
	商品券で支払い


ウ　調査結果

　　事務機器一式リース（電話代・ＦＡＸ代を含む）1,200,000円は、関連会社との賃貸借契約であり、銀行送金等にはなっておらず、月々の支払いが確認できないので、目的外支出である。レタックス代・通信費36,400円は、内訳不明であり、1/2の18,200円は適正と考えるが、18,200円は目的外支出である。印代等は、金額等に照らし、適正と認める。自転車購入14,000円は目的外支出である。事務用品250,646円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の130,646円は目的外支出である。事務用品（アンケート用紙）105,000円及び事務用品（封筒他）40,000円は、いずれも、商品券での購入であり、政務調査費からの支出とは言えない。

したがって、合計1,507, 846円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,070,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	960,000
	

	事務員イ
	960,000
	

	事務員ウ
	150,000
	


ウ　調査結果

　　受取書などの裏付けはないが、帳簿に記帳があり、雇用実態を認めるが、雇用状況の確認資料がなく、政務調査の補助に専従していたとは考えがたく、少なくとも、1/2の按分によるべきであるから、これを超える1,035,000円は目的外支出である。

(10) 小括

調査研究費のうち379,318円、事務所費のうち1,200,000円、事務費のうち1,507, 846円及び人件費のうち1,035,000円の合計4,122,164円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　1,021,420円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　３件
	413,500
	

	車リース
	600,000
	

	その他
	7,920
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費は、国土交通省（東京）出張・つくば学研都市視察145,000円、山梨リニアモーターカー視察89,600円、福岡・長崎・熊本商店街視察178,900円となっているところ、福岡・長崎・熊本商店街視察178,900円は合理的な説明がなされておらず、目的外支出である。車リース600,000円は、平成１６年度と同様、目的外支出である。その他は適正と認める。

　　　　したがって、778,900円が目的外支出である。

　(2)　広報費　24,900円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ改稿料　３件
	21,500
	

	レタックス　２件
	3,400
	


　　ウ　調査結果

ホームページ改稿料は、適正と認める。レタックス3,400円は目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,200,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様であり、1,200,000円全額が目的外支出である。

　(4)　事務費　1,451,244円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務機器一式リース
	1,200,000
	電話代・ＦＡＸ代を含む

	事務所備品購入（机・椅子）
	154,791
	うち４万円分は商品券で支払い

	レタックス代
	9,100
	

	事務用品（アンケート用紙）
	85,312
	うち２万円分は商品券で支払い

	事務用品　２件
	2,041
	


ウ　調査結果

　　事務機器一式リース（電話代・ＦＡＸ代を含む）1,200,000円は、平成１６年度と同様、目的外支出である。レタックス代9,100円は、目的外支出である。事務所備品購入（机・椅子）154,791円は、うち40,000円が商品券による支払いであり、同額の部分は目的外支出であるが、その余は不適正とまではいえない。また、事務用品（アンケート用紙）105,000円は、うち20,000円の部分が目的外支出であるが、政務調査との関係は否定できず、その余は適正と認める。事務用品（２件）2,041円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。

　　　したがって、1,269,100円が目的外支出である。

　(5)　人件費　2,160,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	960,000
	

	事務員イ
	880,000
	

	事務員ウ
	80,000
	

	事務員エ
	240,000
	


ウ　調査結果

　　受取書などの裏付けはないが、帳簿に記帳があり、雇用実態を認めるが、雇用状況の確認資料がなく、政務調査の補助に専従していたとは認められず、少なくとも、1/2の按分によるべきであり、1,080,000円は目的外支出である。

(6)　小括

調査研究費のうち778,900円、広報費のうち3,400円、事務所費のうち1,200,000円、事務費のうち1,269,100円及び人件費のうち1,080,000円の合計4,331,400円が目的外支出である。

